第３節　初動期におけるこころのケア活動
第３章　各期における関係機関の役割

	第３節　初動期におけるこころのケア活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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ポイント
★　災害時には、被災者救助活動　の主たる担い手である行政体の対応には、効率的かつ迅速であるという点が特に求められます。そのためには、先ず持って登庁することが必須であります。

★　しかし、自身や家族が被災したとき、或いは職員が住んでいる地域の被害が大きいときは、まずは家族、地域の救援活動に従事し、可能な範囲でそうした事態を所属に連絡します。
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	１　災害直後になすべきこと（各機関共通事項）

(1) 配置につく（登庁）

　　　それぞれの機関、組織が定める地域防災計画等（マニュアル）に基づき、対策上必要な配置につきます。

休日や夜間などに相当の災害が発生した場合、岩手県職員の行動のフロー図は次にように規定されています。

県職全員が自ら参集しなければならない規模の災害が発生

↓
・各種情報の確認　・自身、家族の安全確認　・二次災害の防止

↓

登庁可否の判断

（登庁可能）

· 自身、家族の安全確保

· 地域の被害が軽微

（登庁不可能）

· 自身、家族が被災

· 地域の被害が甚大

↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
· 移動手段の確認

　　（徒歩、自転車等）

・　経路の確認

· 家族、地域の救援

活動に従事

↓
登庁場所の判断

　（登庁する際の注意）

　登庁する際には、家屋の倒壊、道路、の陥没、橋梁の落下等や津波の来襲に細心の注意を払ってください。

　また、登庁途中における建物、道路
所属公所

最寄りの

公所

↓
↓
登　　庁

　　　　　　橋などの被災状況を把握し、県災害対策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 本部に報告してください。

図１　大災害時の職員行動フロー図（岩手県職員防災ハンドブック）

　(2) 自分の持ち場に関連した対応（行動）

　　ア　被害状況の把握

　　　◆　被災者の避難場所、人数等の確認

　　　◆　精神障がい者の避難状況の把握

　　　　・　社会復帰施設等利用者の状況

　　　　・　自立支援医療制度を受けている人の状況

　　　　・　訪問、相談を受けている人の状況

　　　◆　精神科医療機関の被災状況など

　　イ　備蓄物資、機材等の確認

　　　　　◆　防寒（暑）衣類やヘルメット、寝具、医薬品など


	　　ウ　必要物資、機材等の手配

　　　◆　食料、衛生用品、照明器具などの手配

　　　◆　訪問、派遣用自動車等の確保など

　　エ　スタッフ間の役割分担

　　　　次項に掲げる役割に応じ、こころのケアスタッフ間の役割分担を行います。

　(3) こころのケア対策会議の設置

　　　県においては災害対策本部の設置、被災圏域では災害対策地方支部、各市町村においても市町村対策本部が設置されます。

　　　県では、こころのケア対策主管部署が災害発生後48時間以内に、「こころのケア対策会議」を設置し関係者を招集します。

　　　こころのケア対策会議は、災害の現状や状況を収集して対策を検討します。

　(4) 支援者に対する情報提供など

　　　被災地に派遣するスタッフ等に対し、こころのケアに関する基礎知識を与えます。

　　　内容としては、被災者援助やこころのケアの提供に関する基礎知識や支援者自身のための基礎知識などを中心に研修、情報の提供を行います。

　(5) 被災者に対するこころのケア活動の遂行

　　ア　こころのケア活動拠点の設置

　　　　こころのケア対策班等と緊密な連携の下に、こころのケア活動拠点を被災地に設置し、こころのケア対策班が「こころのケアチーム」の後方支援等にあたります。

　　イ　広報宣伝活動

　　　　　　いつ、どこで、どのようなこころのケア活動などを行っているかという情報を、種々の手段、機会を利用して広報します。この際、マスメディア等の協力を要請します。


	参考

★　必要な物資等のリスト例

　・　医薬品：抗精神病薬、風邪等の一般的内科疾患の治療薬、簡単な外傷や打撲の治療薬など

　・　医療品：血圧計、聴診器、ペンライト、消毒薬等処置道具（簡単な診療用具が必要）

・　スタッフ名簿（現地の行政機関に提出）、腕章、派遣機関の名前が入ったジャケット、ネームプレートなど　

・　記録用のノート類：クリップボード、パソコン、プリンターなど

・　宿泊設備：毛布、寝袋、被災地の気候に合わせた衣類など

・　食糧品：飲料水（自給自足が望ましい）

・　その他（携帯電話の充電器など）
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	ウ　ホットラインの設置

　　こころのケア活動拠点に、こころのケア対策班は“ホットライン”を整備し被災者等からの様々な問合せに対応します。
エ　アウトリーチ

　　　　災害後、被災者本人がこころのケアサービスを希望するのを待っていたのでは、有効な初期の救援活動は行えません。こころのケアチームスタッフ等が被災者のいる避難所や家庭に赴いて、それぞれの被災者のニーズを把握する必要があります。
	

	DMORT

（Disaster Mortuary Operational Response　Team）

  災害における遺族へのケア、遺族・遺体に関わるスタッフのメンタルケアなどの問題に取組むチーム。急性期にチームとして出動し、現場で長期遺族支援に向けてのネットワークづくりなどを行います。
心のトリアージ

　
★　被災者との関わりの中から、状態を冷静に見極め、それぞれの状況に応じて次の判断や対応を行う。

★　トリアージⅠ（即時ケア群）：最優先で対処した上で速やかに心の専門家（精神科医、心理カウンセラー）に相談する必要がある。

　暴力行為や自殺未遂の恐れがある人や、パニック状態（気が動転し、ふらつき、めまい、震え、呼吸困難など）、或いは解離状態（思考の流れと行動にお互いに関連がない）にある人が対象となります。

★　トリアージⅡ（待機ケア群）：トリアージⅠに引き続き対応する必要がある。後日、相互支援やカウンセリングが必要な人や、悲哀・悲

嘆が強くひきこもりや過剰行動が見られる人が対象となります。

★　トリアージⅢ（維持ケア群）：トリアージⅠ、Ⅱの後に対応する。ストレス処理法を伝えることで対処できそうな人や会話を中心としたコミュニケーションが維持できる人が対象となります。
	　

　オ　一般医療（身体系）との連携

　　　　出来る限り、こころのケアチームスタッフは、避難所を巡回したり、一般医療（身体系）チームに加わるなどして被災者が「精神科」を意識せずにこころのケアが受けられるよう配慮する必要があります。

　　カ　他機関との連携

　　　　災害現場で死亡者が出た場合は、その家族を支援します。長期的な家族支援に向けて他機関やDMORTと連携をつくります。

　　

２　各機関毎の役割

(1)  市町村の役割

ア　被災地域の現況把握

　　　　　災害内容：　家屋等の倒壊、道路や橋梁の破壊、ライフラインの被害、交通機関等の被害など

避難状況：　被災者の避難場所やその規模、支援体制など

　　　イ　災害弱者等の避難状況把握

身体・知的・精神障害者等の避難状況など

子どもや高齢者等の避難状況など

　　　ウ　障がい者施設等の状況把握

身体・知的・精神障がい者施設の被災・避難状況など

児童・高齢者施設の被災・避難状況など

エ　被災者の健康調査

　　　　　避難所において全員に健康調査

　　　　　障がい者施設や児童・高齢者施設において全員に健康調査

　　　　　災害の規模等に応じ、全戸訪問して健康調査

　　　オ　こころのケアチーム等の派遣依頼について検討

　　　　　こころのケアチームや保健師等専門職員の派遣依頼について検討します。

　(2)　保健所の役割

　　　ア　管内市町村の被災状況等把握

　　　　　災害内容：　家屋等の倒壊、道路や橋梁の破壊、ライフラインの被害、交通機関等の被害など

避難状況：　被災者の避難場所やその規模、支援体制など

　　　　　対策本部：　市町村災害対策本部の設置状況と連絡先など



	イ　医療体制の現況把握

　　　　　一般医療機関診療体制の状況など

　　　　　精神科医療機関診療体制の状況など

　　　ウ　障がい者施設等の被災状況把握

身体・知的・精神障がい者施設の被災・避難状況など

児童・高齢者施設の被災・避難状況など

　　　エ　精神障がい者の被災状況調査

　　　　　自立支援医療受給者の状況把握など

　　　　　訪問・相談支援者等の状況把握など

　　　　　（※「視点」：どこに避難しているか？治療や服薬は確保されているか？病状の悪化はないか？など）
オ　被災者の健康調査

　　市町村とともに被災者の健康調査を開始します。

　　　　　その際、一般健康状態のほか、感染症の発生予防、生活習慣病予防、障がい者や難病患者等の健康状態とともに避難所の環境調整等にも配慮が必要です。

　カ　こころのケア連絡会議の設置

　　　　　災害の規模や広域性などを考慮し、被災地に保健所主導の下に、市町村・保健所・精神保健福祉センター・地元医師会・精神科医療機関等により、県が設置する「災害時こころのケア対策会議」に準じた対策会議を設置します。ここが県主宰の対策会議と緊密な連携の下にこころのケア活動を企画実施します。

　　　キ　こころのケアチーム等の派遣依頼

　　　　　連絡会議において、こころのケアチームや保健師等専門職員等の派遣依頼について検討します。

　(3)　精神保健福祉センター

　　　ア　こころのケア対策会議への参画

　　　　　県が主宰する「こころのケア対策会議」のメンバーに精神保健福祉センター所長が精神医療保健専門職として参画するとともに、同センター職員は対策会議事務局に加わり、こころのケア活動計画を策定します。


	ポイント

対策とケアの原則

★　災害対策は通常「準備（災害前準備）」「予防」「軽減（ケア）」の３分野から構成される。

★　準備は、災害前の防災活動を指す。

★　予防は、災害発生後に被災者に生じる健康上の問題を最小限にするための活動である。

★　実際に生じてしまった健康上の問題に対処するのが軽減（ケア）である。

初期方針の決定

★　被災地以外への応援を要請するか

★　重点的救援対策の設定

★　情報の提供（情報の提供それ自体が災害救援）

★　救護所の設置

★　日常生活（衣食住）資材の配給
★　医療救護（こころのケア）の提供など
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	　　　イ　こころのケア対策班の設置運営

こころのケア対策会議等と緊密な連携の下に、こころのケア活動を統括する「こころのケア対策班」事務局を精神保健福祉センター内に設置し、「こころのケアチーム」の後方支援にあたります。
こころのケア対策会議及びこころのケア対策班が災害時初期に果すべき任務は次のとおりです。


	

	ポイント

支援窓口と情報収

集センターの設置
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★　県庁所管課は外部からの支援者受け入れを調整する窓口を設置します。

★　一般ボランティア等の支援者については、社会福祉協議会等のボランティアセンターが窓口となります。

★　情報収集センターは、後方支援として重要な役割です。職員を配置して被災地の情報の収集とこころのケアチーム等に対する情報の提供に努めます。


	　　
　

情報の把握

災害の規模と性質を把握
・　被災地とその広がりを把握

・　災害の状況（地震・津波・自然災害等）及び規模を把握

状況の把握

救援資源の調査・把握

・　通信・輸送手段の使用可能状態の把握

・　備蓄資材の使用可能状況の把握

・　救援スタッフ要員の招集状況の把握

情報の統合

被害情報等の統合

・　支援ニーズが高い地域・ハイリスク者等のリスト

・　必要な支援や不足しているもののリスト

方針の決定

初期救援方針の確認

・　重点的救援対象の設定

・　精神科医療の確保（救護所や全戸訪問等）

・　地元医療機関等との連携・活用

・　こころのケアチームの編成、ホットラインの開設

・　被災地以外地への応援要請の検討など

指示・対応

資材の調達と応援要請

　　ウ　外部からの支援受け入れ窓口設置

　　　　こころのケアチームなど外部（被災地以外の地域、県外）からの支援受け入れ窓口をこころのケア対策班に設置し、被災地の市町村と連携を行うスタッフを配置します。

　　エ　情報収集センターの設置

　　　　被災地の情報を収集してこころのケアチームや関連機関に対し情報提供する「情報収集センター」をこころのケア対策班に設置し、必要に応じて人員の支援を外部から適切に行います。

　　オ　こころのケアチームスタッフの派遣

　　　①　こころのケアチームの選定

　　　　　災害の現場では、被災の状況に合わせた柔軟な判断が求められます。最初のこころのケアチームのスタッフは臨床経験をある程度積んだ、機動力に富む構成が望ましいです。

　　　　　また、当初は、慣れない被災地で車の運転をしながら、こころのケアや診療を行うことは困難であることから、出来るだけ、ドライバーを兼ねた事務スタッフ（総務員）が同行することが望ましいです。（チーム編成は、第1章第2節のⅡ参照）　　　

	②　派遣期間の決定と派遣されるスタッフの不在期間の体制
派遣期間は、新潟県中越地震の経験からは約1週間が望まし
いが、派遣されるスタッフが安心して支援活動に専念でき、また、戻った後、不在期間の仕事が個人的な負担とならないようにすることも重要です。

3 派遣までの準備

被災地の情報は混乱し、こころのケア活動に必要な情報や付随するその他現地情報の入手が難しいことが予想されます。このことから大規模災害時の情報不足は当然であることを念頭に派遣準備を進めます。

　　　　【情報収集】

医療情報

・　　被災地都道府県健康福祉関係部局、市町村役場等からの情報入手を試みます。

・　　被災地を所管する公的機関は情報が混乱し、必要な情報や指示は得られない場合が多いですが、情報不足のまま自主的な判断により出発させることもあります。

交通情報

・　国土交通省道路局の渋滞情報（http://www.its.go.jp/traffic/）等、インターネットによる　各種の渋滞・通行規制情報を入手します。

気候情報

・　　被災地の気温、今後の気候の見通し等を考慮し、持参物品を準備すること。

　　　　　　　※　先行チームから引き継ぐ派遣の場合には、先行チームから情報を十分入手します。

【交通手段の決定】

公共機関、自動車、航空機等の進入手段の選択は、被災地までの距離と地理的条件、持参物品の量、派遣チームの人数により判断します。

※１　一般車両を利用して出動する場合は、こころのケアチーム（救護班）である旨を車両の前部と後部に大きく表示します。（「岩手県」及び「医療救護チーム」の表示（マグネット式）を１台分、精神保健福祉センターに保管しています。）

※２　道路の陥没等による事故防止のため、日没までに被災地に到着するようにします。
	参　考

　　　新潟県中越地震派遣チームに対するアンケートで次のような意見がありましたので紹介します。

●　現地では道路の破壊のほか、狭い路地裏まで訪問が必要な場合がありますので、軽自動車が必要です。

●　遠隔地、他県に派遣する場合は、カーナビが必要です。

●　後方支援担当職員に現地までの交通機関切符等を手配してもらったことで、安心して現地に向かうことができました。

●　宿泊地は、比較的震災被害が少なく、早い時期にライフラインが普及するなど利便性の高いところのホテルを確保したため、夜間に戻ったとき、被災者に気兼ねなく夕食をとることができ、夜間は被災地と無縁な状況に身をおくという点で支援者の健康を維持できました。

　　　　一方では、避難所等に寝泊りして２４時間体制で支援が必要でしたという声もありました。



	　　　　　※３　悪路や急勾配を通行することもあり、四輪駆動の車両が望ましいです。

　　　　　　　　【資材物品の準備】

　　　　　　　第３章第２節（参考）の「資材及び物品の準備」（43頁）を参考

　　　　　④　出発前打ち合わせ

　　　　　こころのケアチーム派遣に当たっての諸注意事項の説明、持参物品の確認、現地情報の共有化を図るためにミーティングを実施します。
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	参　考
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被災地でのマナー

★　避難所では禁酒

★　喫煙はマナーを守ること

★　医療ゴミは最後まで責任を持つ

★　救援物資は、被災者のためのものである認識を持つ

★　被災地を背景として記念撮影は禁止

★　言動、行動は医療関係者らしくすること

★　医療保健活動目的以外は、避難生活居住区域には入らないこと

★　他の救護チームとの調和を心掛けること

★　他の救護チームの物資を許可無く使用しないこと

ポイント

こころのケア相談所での活動

★　記録：

　・日々の出来事を記録すること

　・記録は後続のチームへ引き継ぐことを前提に記録簿を備えること

　・地元保健所等から日報等を求められることがあるため、予め確認し、様式を統一させること。

★　情報収集

　　相談所内ミーティングや相談所間や保健所ミーティングなど関係のあるものには積極的に参加し情報を交換すること


	カ　現地での活動準備

　　　　「支援活動マニュアル」に掲げる「後方支援員」の役割を一部引用し、こころのケアチームの総務員（最初の派遣チームに同行）等の活動を記述します。

　　　①　被災地内に入り活動拠点・場所を決定するまでの必要事項
　　　　◆　出発後も情報は刻々と変わります。定期的に精神保健福祉センターの責任者（後方支援職員）と連絡を取り合い、情報を入手します。また、カーラジオや可能であればインターネット（無線式）を活用します。

　　　　◆　地元自治体、被災地周辺医療機関、大規模避難所等へ出向き周辺情報を得るようにしますが、情報は錯綜しており自主的に活動拠点を探し廻る覚悟も必要です。

　　　　◆　被災地内では、携帯電話がつながりにくく不通となることを予想し、あらかじめ定時報告を後方支援職員と取り決めておきます。（中越地震の際は、本県チームと後方支援職員（精神保健福祉センター次長）が朝、昼、夕方の３回、時間を決めて安全確認や必要な物資情報、活動計画・報告などを行いました。）

　　　　◆　車の燃料は、被災地では確保しにくくなることが想定されますので、早めに補給が必要です。（資金前途金を持参）

　　　　◆　生鮮食品、弁当等の食料は、被災地域に入る直前に追加購入します。

　　　　◆　行動記録を総務員はつけます。

　　　　◆　深夜の行動は、道路事情が悪い場合は危険ですので、禁止とします。

　　　　◆　移動中に他チームと合流した際は共同活動を試み、情報を共有化することが望ましいです。

　　②　現地活動の開始

　　　　　現地での活動で最も大きな問題は、責任者（指揮命令者）が不明確なままで活動を開始することです。このような状況下で重要なことは、被災地の都道府県、市町村、所轄保健所、避難場所の責任者、被災者の代表、地元医師会、チームの責任者、他の医療チーム等との調和の中で、各チームが活躍し被災者の役に立てる状況を作り出していくことが大切です。
同一救護所や避難所内で複数の医療チームやこころのケアチームが活動を続けることも多く、その場合は中心となるチームを決めておき、各チーム間が同等の立場で日々のミーティングを行い、医療等の変化に対応した救護活動（こころのケア活動）ができるよう、また継続した支援が可能となるよう心がけることも重要です。
　　　◆　活動拠点（定点）の決定

・　積極的に避難所での救護活動を開始

　　　　・　避難所責任者と話し合いケア活動を行わせていただく了承を得る

　　　　・　活動場所の確保、荷物置き場、寝泊まりする場所を確保




　　　　　　　　　　　
	　(4)　県（保健福祉部）

　　　ア　こころのケア対策会議の設置

　　　　　「こころのケア対策会議」のメンバーを招集し、すみやかに「こころのケア対策会議」を設置します。被災状況把握のための専門家チームの派遣や、外部機関への応援要請の必要性等について検討するなど、県としての災害時のこころのケア支援対策の方針を決定します。

	ポイント

対策とケアの原則

★　災害対策は通常「準備（災害前準備）」「予防」「軽減（ケア）」の３分野から構成される。

★　準備は、災害前の防災活動を指す。

★　予防は、災害発生後に被災者に生じる健康上の問題を最小限にするための活動である。

★　実際に生じてしまった健康上の問題に対処するのが軽減（ケア）である。

初期方針の決定

★　被災地以外への応援を要請するか

★　重点的救援対策の設定

★　情報の提供（情報の提供それ自体が災害救援）

★　救護所の設置


　
































































































徒歩、または自転車、バイクなどで登庁します。











こころのケア活動に必要な車の手配も必要です。
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